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第１章 計画の概要 

１ 策定の趣旨 

少子高齢化による人口減少社会への対応、東京圏への人口の集中の是正等を目的

として、まち・ひと・しごと創生法が平成２６年１１月に成立しました。 

地方の成長力を取り戻し、人口減少を克服するため、政府は、「まち・ひと・しご

と創生長期ビジョン」および、長期ビジョンを実現するための今後５か年の目標や

施策の基本的な方向、具体的な施策を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を閣議決定し、まち・ひと・しごとの創生に総合的に取り組む方針を示しています。 

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり、中長期的視点に立

って取り組む必要があることから、地方公共団体においても国の総合戦略を勘案し、

「地方版総合戦略」の策定に努めることとされています。 

このため、鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）

は、本市の人口の動向を分析し、急速に進む高齢化と人口減少を見据え、将来を展

望したうえで、雇用の創出や豊かで安心して暮らせる地域づくりを一体的に推進す

るために策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本市では、第５次鶴ヶ島市総合計画の基本構想で「鶴ヶ島は 元気にする ～明

日につながる活力のまち 支えあう安心のまち～」を市の将来像として掲げ、雇用

の創出による職住接近のまちづくりや共に支えあう仕組みづくりなど各施策に取

り組んでいます。 

総合戦略は、急速に進む高齢化と人口減少を見据え、雇用の創出や豊かで安心し

て暮らせる地域づくりを一体的に推進するために策定するものであり、この第５次

鶴ヶ島市総合計画の基本構想と合致しています。 

そのため、総合戦略は、第５次鶴ヶ島市総合計画後期基本計画を一層推進するた

めの行動計画（アクションプラン）として位置付けます。 

 

３ 計画期間 

総合戦略の計画期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 
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第２章 人口の動向と将来展望 

１ 人口の動向 

（１）人口の推移 

①総人口 

本市の総人口は、平成 27 年４月 1 日現在、70,089 人となっています。 

総人口は、昭和 50 年の 19,752 人から一貫して増加していますが、増加率

は減少傾向にあり、近年はほぼ横ばいで推移しています。 

また、世帯数は昭和 50 年の 5,671 世帯から平成 27 年には 29,615 世帯と

一貫して増加していますが、１世帯あたりの人員は減少しています。 

 

出典：住民基本台帳（各年 4 月 1 日時点） 

②年齢 3 区分別人口 

年齢区分別人口の構成比は、年少人口（0～14 歳）および生産年齢人口（15

～64 歳）の割合が低下している一方で、老年人口（65 歳以上）の割合が急速に

高まっています。 
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（２）自然増減（出生・死亡の状況）の推移 

①出生数・死亡数 

本市の出生数・死亡数の状況は、出生数が死亡数を上回る「自然増」の状況が

続いていますが、出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、出生数から死亡

数を引いた自然増は平成 25 年には 50 人にまで減少しています。 

 
 

②合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率は、年による変動はあるものの、国、県と比較して低い

水準にあります。平成 17 年以降は、国、県の合計特殊出生率が上昇傾向にあり、

本市との差は拡大傾向で推移しています。 
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出典：地域経済分析システム（RESAS） 
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第２章 人口の動向と将来展望 

１ 人口の動向 

（１）人口の推移 

①総人口 

本市の総人口は、平成 27 年４月 1 日現在、70,089 人となっています。 

総人口は、昭和 50 年の 19,752 人から一貫して増加していますが、増加率

は減少傾向にあり、近年はほぼ横ばいで推移しています。 

また、世帯数は昭和 50 年の 5,671 世帯から平成 27 年には 29,615 世帯と

一貫して増加していますが、１世帯あたりの人員は減少しています。 

 

出典：住民基本台帳（各年 4 月 1 日時点） 

②年齢 3 区分別人口 

年齢区分別人口の構成比は、年少人口（0～14 歳）および生産年齢人口（15

～64 歳）の割合が低下している一方で、老年人口（65 歳以上）の割合が急速に

高まっています。 
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（２）自然増減（出生・死亡の状況）の推移 

①出生数・死亡数 

本市の出生数・死亡数の状況は、出生数が死亡数を上回る「自然増」の状況が

続いていますが、出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあり、出生数から死亡

数を引いた自然増は平成 25 年には 50 人にまで減少しています。 

 
 

②合計特殊出生率 

本市の合計特殊出生率は、年による変動はあるものの、国、県と比較して低い

水準にあります。平成 17 年以降は、国、県の合計特殊出生率が上昇傾向にあり、

本市との差は拡大傾向で推移しています。 
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出典：地域経済分析システム（RESAS） 

出典：埼玉県の合計特殊出生率 
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（３）社会増減（転入・転出の状況）の推移 

①転入数・転出数 

本市の転入数・転出数の状況は、平成 16 年以降転入数が転出数を上回る「社

会増」と転入数が転出数を下回る「社会減」を繰り返しながら、転入数、転出数

ともに減少傾向にあります。特に平成 19 年からは社会増は鈍化しています。 
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②人口移動 

（ア）転入の状況 

年齢階層別・男女別の転入の状況では、男女ともに 20 歳から 34 歳まで

の転入数が 150 人を超え、他の年齢区分に比べて多くなっています。 

 

 

（イ）転出の状況 

年齢階層別・男女別の転出の状況では、転入と同様に、男女ともに 20 歳

から 34 歳までの転出数が 200 人を超え、他の年齢区分に比べて多くなっ

ています。純移動（転入数－転出数）の男女の総数では、20 歳から 24 歳

までが 84 人、25 歳から 29 歳までが 52 人、30 歳から 34 歳までが 48

人の転出超過となっています。 
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出典：住民基本台帳人口移動報告（平成 25 年） 

出典：住民基本台帳人口移動報告（平成 25 年） 
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（３）社会増減（転入・転出の状況）の推移 

①転入数・転出数 

本市の転入数・転出数の状況は、平成 16 年以降転入数が転出数を上回る「社

会増」と転入数が転出数を下回る「社会減」を繰り返しながら、転入数、転出数

ともに減少傾向にあります。特に平成 19 年からは社会増は鈍化しています。 
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②人口移動 

（ア）転入の状況 

年齢階層別・男女別の転入の状況では、男女ともに 20 歳から 34 歳まで

の転入数が 150 人を超え、他の年齢区分に比べて多くなっています。 

 

 

（イ）転出の状況 

年齢階層別・男女別の転出の状況では、転入と同様に、男女ともに 20 歳
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（４）人口の推移に影響を与えてきた自然増減と社会増減 

グラフの縦軸に自然増減、横軸に社会増減をとり、時系列で本市の総人口に与

えてきた自然増減（出生数－死亡数）と社会増減（転入数－転出数）の影響を分

析しました。 

全体として、社会増減はその年により増加と減少を繰り返しているといえます。

また、グラフが下に下がってきており、人口の自然増加傾向が弱まってきている

ことがわかります。 

そのため、本市では、自然増が年々減少している中で、人口減少への移行を防

ぐためには、人口の社会増を実現する必要があります。 
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（５）通勤・通学の状況 

①流入・流出の状況 

本市から市外への通勤・通学者（流出）数は、市外から本市への通勤・通学者

（流入）数の 2 倍以上となっています。 

本市からの通勤・通学先、本市への通勤・通学元ともに、川越市、坂戸市の人

数が多くなっています。また、本市からの通勤・通学先では、近年では日高市や

東松山市が上位になり、特別区（東京２３区）の人数が減少しています。 

 

【流入の状況】 

 
【流出の状況】 

 
       

②昼夜間比率の状況 

本市の昼の人口と夜の人口を比較すると、夜の人口の方が多く、平成 22 年度

では昼の人口は夜の人口の 78.9%となっています。 

本市は、埼玉県内の類似団体と比べても夜の人口に対して昼の人口割合が低く、

「住むまち」としての性格が強いといえます。  

総数

平成22年度 11,862 埼玉県坂戸市 3,247 埼玉県川越市 2,445 埼玉県東松山 815 埼玉県毛呂山 706 埼玉県日高市 698

平成17年度 12,900 埼玉県坂戸市 3,431 埼玉県川越市 2,647 埼玉県東松山 808 埼玉県毛呂山 761 埼玉県日高市 696

平成12年度 11,536 埼玉県坂戸市 3,133 埼玉県川越市 2,415 埼玉県東松山 673 埼玉県毛呂山 629 埼玉県日高市 593

5位通勤通学元1位 2位 3位 4位

市外から鶴ヶ島市への通勤、通学者数（人）

総数

平成22年度 27,839 埼玉県川越市 6,002 埼玉県坂戸市 3,769 埼玉県日高市 1,169 埼玉県東松山 1,053 東京都豊島区 965

平成17年度 28,760 埼玉県川越市 6,332 埼玉県坂戸市 4,191 東京都豊島区 1,138 埼玉県東松山 1,025 東京都新宿区 958

平成12年度 29,448 埼玉県川越市 6,059 埼玉県坂戸市 4,160 東京都豊島区 1,398 東京都新宿区 1,132 東京都板橋区 1,124

4位 5位通勤通学先1位 2位 3位

鶴ヶ島市から市外への通勤、通学者数(人)

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 



 

 

 

6 
 

（４）人口の推移に影響を与えてきた自然増減と社会増減 

グラフの縦軸に自然増減、横軸に社会増減をとり、時系列で本市の総人口に与

えてきた自然増減（出生数－死亡数）と社会増減（転入数－転出数）の影響を分

析しました。 

全体として、社会増減はその年により増加と減少を繰り返しているといえます。

また、グラフが下に下がってきており、人口の自然増加傾向が弱まってきている

ことがわかります。 

そのため、本市では、自然増が年々減少している中で、人口減少への移行を防

ぐためには、人口の社会増を実現する必要があります。 

 

 

 

  

平成8年

平成9年

平成10年
平成11年

平成12年

平成13年
平成14年

平成15年
平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

0

100

200

300

400

500

-500 -400 -300 -200 -100 0 100 200 300 400 500 600

人口増減の影響度分析

自然増減（出生－死亡）（人）

社会増減（転入－転出）（人）

人口増加

人口減少

社 会 減 社 会 増 

自 

然 

増 

出典：地域経済分析システム（RESAS） 

 

 

 

7 
 

73.5%

93.7%

82.2%

88.5%

79.8%

79.4%

75.9%

74.3%

84.0%

77.3%

96.4%

85.3%

91.4%

82.2%

83.2%

78.4%

78.1%

86.2%

78.9%

96.9%

92.1%

92.2%

84.6%

82.1%

79.5%

80.9%

85.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

鶴ヶ島市

川越市

日高市

坂戸市

桶川市

吉川市

北本市

蓮田市

和光市

平成12年

平成17年

平成22年

（５）通勤・通学の状況 

①流入・流出の状況 

本市から市外への通勤・通学者（流出）数は、市外から本市への通勤・通学者

（流入）数の 2 倍以上となっています。 

本市からの通勤・通学先、本市への通勤・通学元ともに、川越市、坂戸市の人

数が多くなっています。また、本市からの通勤・通学先では、近年では日高市や

東松山市が上位になり、特別区（東京２３区）の人数が減少しています。 

 

【流入の状況】 

 
【流出の状況】 

 
       

②昼夜間比率の状況 

本市の昼の人口と夜の人口を比較すると、夜の人口の方が多く、平成 22 年度

では昼の人口は夜の人口の 78.9%となっています。 

本市は、埼玉県内の類似団体と比べても夜の人口に対して昼の人口割合が低く、

「住むまち」としての性格が強いといえます。  

総数

平成22年度 11,862 埼玉県坂戸市 3,247 埼玉県川越市 2,445 埼玉県東松山 815 埼玉県毛呂山 706 埼玉県日高市 698

平成17年度 12,900 埼玉県坂戸市 3,431 埼玉県川越市 2,647 埼玉県東松山 808 埼玉県毛呂山 761 埼玉県日高市 696

平成12年度 11,536 埼玉県坂戸市 3,133 埼玉県川越市 2,415 埼玉県東松山 673 埼玉県毛呂山 629 埼玉県日高市 593

5位通勤通学元1位 2位 3位 4位

市外から鶴ヶ島市への通勤、通学者数（人）

総数

平成22年度 27,839 埼玉県川越市 6,002 埼玉県坂戸市 3,769 埼玉県日高市 1,169 埼玉県東松山 1,053 東京都豊島区 965

平成17年度 28,760 埼玉県川越市 6,332 埼玉県坂戸市 4,191 東京都豊島区 1,138 埼玉県東松山 1,025 東京都新宿区 958

平成12年度 29,448 埼玉県川越市 6,059 埼玉県坂戸市 4,160 東京都豊島区 1,398 東京都新宿区 1,132 東京都板橋区 1,124

4位 5位通勤通学先1位 2位 3位

鶴ヶ島市から市外への通勤、通学者数(人)

出典：国勢調査 

出典：国勢調査 



 

 

 

8 
 

（６）雇用・就労の状況 

①労働力率の推移 

男性では、労働力率は減少傾向にあり、特に就業していることが想定される、

25 歳以上の労働力率が低下しています。 

女性では、労働力率は上昇傾向にあり、「M 字カーブ」は緩やかになっていま

すが、子育て期と考えられる30歳代の労働力率は他の年代よりも低い状況です。 

※「Ｍ字カーブ」…日本人女性の年齢階級別の労働力率（15 歳以上の人口に占める求職中の人も含

めた働く人の割合）をグラフで表すと、アルファベットの「M」のかたちに似た曲線を描く傾向が

見られることから、日本人女性の就業状況の特徴を表す用語として使用されています。 

 

【男性】 

  

 

【女性】 

 

15～19歳男 20～24歳男 25～29歳男 30～34歳男 35～39歳男 40～44歳男 45～49歳男 50～54歳男 55～59歳男

1985年 16.6% 58.1% 93.0% 99.4% 99.8% 99.7% 99.5% 99.2% 95.9%

1990年 15.8% 63.2% 95.5% 98.4% 99.3% 99.7% 99.5% 99.5% 97.0%

1995年 14.6% 64.9% 95.2% 97.8% 98.9% 98.4% 98.6% 98.2% 95.8%

2000年 15.2% 59.0% 92.1% 94.8% 96.1% 97.5% 96.6% 97.1% 95.6%

2005年 16.5% 57.6% 89.4% 93.4% 94.7% 93.1% 95.4% 95.7% 94.7%

2010年 14.7% 57.7% 89.2% 93.6% 94.0% 94.0% 94.9% 94.0% 93.9%
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1985年 16.3% 65.7% 43.9% 37.6% 50.2% 64.6% 66.2% 57.5% 43.7%

1990年 17.4% 71.2% 55.5% 38.7% 49.1% 60.7% 66.8% 58.1% 45.8%

1995年 14.4% 70.1% 62.8% 45.3% 50.1% 61.5% 65.5% 62.2% 50.9%

2000年 16.4% 67.4% 70.6% 51.1% 53.7% 62.6% 66.2% 64.4% 53.3%

2005年 17.3% 65.7% 73.3% 60.2% 57.1% 66.5% 70.5% 66.2% 56.6%
2010年 15.6% 62.2% 74.3% 66.3% 64.4% 67.2% 71.8% 69.5% 60.9%
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出典：国勢調査 

出典：国勢調査 
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２ 人口の将来推計と分析 

（１）人口の将来推計 

今後のまちづくりのあり方を検討するため、平成２７年４月１日現在の住民基

本台帳人口をもとに、将来人口の推計を行います。 

 

①推計方法 

人口増減の要因には、出生・死亡による自然動態と、転入・転出による社会動

態があり、地域の特性や社会状況の変化等が各動態に影響し人口が変動します。

そのため、人口変動の要因を明らかにするためには、自然増減と社会増減に分け

て整理分析する必要があります。 

本推計にあたっては、住民基本台帳人口を基礎データとし、国立社会保障・人

口問題研究所等の人口推計でも広く活用されているコーホート要因法により、い

くつかの条件設定を行い将来人口の推計を行います。 

 

※コーホート要因法とは、ある期間において、コーホート（同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々

の集団）が、期間の始めと終わりで集団規模が変化する要因を、自然動態と社会動態のそれぞれの

要因別に分けて推計し、将来の人口を推計する方法です。 

 

②推計にあたっての条件設定 

基準人口 平 27 年 4 月 1 日の住民基本台帳人口 

生残率 
ある年齢Ⅹ歳の人口が 5 年後にⅩ＋5 歳になるまでに死亡しない確率をいう。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠する。 

純移動率 

鶴ヶ島市からの転入・転出の状況をいう。 

平成 23 年～平成 27 年の住民基本台帳人口をもとに、毎年の性別・年齢別の移

動率を算定し、その平均値を仮定値として設定する。（推計期間中一定と仮定） 

合計特殊 

出生率 

１人の女性が一生に産む子どもの平均数をいう。 

平成 21 年～平成 25 年の市の合計特殊出生率の平均値 1.20 を使用する。（推計

期間中一定と仮定） 

出生男女比 

出生の際の男女の比率をいう。 

推計した 0 歳人口を男女の別に振り分けるために使用する。 

平成 21 年から平成 25 年の鶴ヶ島市の出生男女比の平均値を使用する。（推計期

間中一定と仮定） 
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（６）雇用・就労の状況 

①労働力率の推移 
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本台帳人口をもとに、将来人口の推計を行います。 

 

①推計方法 

人口増減の要因には、出生・死亡による自然動態と、転入・転出による社会動

態があり、地域の特性や社会状況の変化等が各動態に影響し人口が変動します。

そのため、人口変動の要因を明らかにするためには、自然増減と社会増減に分け

て整理分析する必要があります。 

本推計にあたっては、住民基本台帳人口を基礎データとし、国立社会保障・人

口問題研究所等の人口推計でも広く活用されているコーホート要因法により、い

くつかの条件設定を行い将来人口の推計を行います。 

 

※コーホート要因法とは、ある期間において、コーホート（同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々

の集団）が、期間の始めと終わりで集団規模が変化する要因を、自然動態と社会動態のそれぞれの

要因別に分けて推計し、将来の人口を推計する方法です。 

 

②推計にあたっての条件設定 

基準人口 平 27 年 4 月 1 日の住民基本台帳人口 

生残率 
ある年齢Ⅹ歳の人口が 5 年後にⅩ＋5 歳になるまでに死亡しない確率をいう。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠する。 

純移動率 

鶴ヶ島市からの転入・転出の状況をいう。 

平成 23 年～平成 27 年の住民基本台帳人口をもとに、毎年の性別・年齢別の移

動率を算定し、その平均値を仮定値として設定する。（推計期間中一定と仮定） 

合計特殊 

出生率 

１人の女性が一生に産む子どもの平均数をいう。 

平成 21 年～平成 25 年の市の合計特殊出生率の平均値 1.20 を使用する。（推計

期間中一定と仮定） 

出生男女比 

出生の際の男女の比率をいう。 

推計した 0 歳人口を男女の別に振り分けるために使用する。 

平成 21 年から平成 25 年の鶴ヶ島市の出生男女比の平均値を使用する。（推計期

間中一定と仮定） 
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③将来の人口の推計結果（基本推計） 

本市の人口は、平成 27 年では 70,089 人となっていますが、平成 32 年に

は 69,978 人と 7 万人を下回り、平成 72 年には 45,857 人（平成 27 年の

65.4%）となることが見込まれます。 

年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）は減少局面に入る一方、

老年人口は平成 52 年まで増加傾向が見込まれます。 

 

  

④年齢 3 区分別の推計結果 

年齢 3 区分別では、10 年後の平成 37 年には、年少人口（0～14 歳）が

13.1％から 10.0％、生産年齢人口（15～64 歳）は 62.9％から 59.3％に減

少しているのに対し、老年人口（65 歳以上）は 24.1％から 30.7％に増加が見

込まれており、本市の場合は、全国的に見ても急速に少子高齢化が進むことが予

想されます。 
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（２）自然増減、社会増減による将来人口への影響の分析 

（１）で推計した将来人口をもとに、次の３つのパターンを想定して推計を行

うことにより、自然増減、社会増減が将来人口に及ぼす影響の分析を行います。 

 

※人口置換水準とは、人口が将来にわたり増加も減少もせず、親の世代と同数で置き換わるために必要な

合計特殊出生率の水準のことで、国立社会保障・人口問題研究所により算出されている。 

 

 

 

シミュレーション１～3 と過去の平均値による推計結果との比較から、出生率

が将来の人口に及ぼす影響が大きいといえます。また、シミュレーション１とシ

ミュレーション２の結果から流出傾向にある年代の移動率を改善することで、人

口の増加が図られることが分かります。 
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人口推計において、出生率が平成 32 年に 1.6、平成 42 年に 1.8、平成 52 年に人口置換水準

（人口を長期的に一定に保てる水準）である 2.07 まで上昇したと仮定した場合 

シミュレーション 2 

 分析 1 と同様に合計特殊出生率が上昇し、かつ 20 歳から 39 歳の人口移動が平成 42 年に均衡

（転入・転出数が同数となる）と仮定した場合 

シミュレーション 3 

 シミュレーション 1（国の推計に準拠）に本市の合計特殊出生率の実態を加味し、合計特殊出生

率が平成 32 年に 1.40、平成 42 年に 1.60、平成 52 年に 1.87 まで上昇したと仮定した場合 
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３ 人口の将来展望 

（１）現状と課題の整理 

①自然増の縮小 

平成 8 年では出生数が 662 人、死亡数が 239 人であり、自然増が 423 人

でしたが、平成 25 年では出生数が 541 人、死亡数が 491 人であり、自然増

が 50 人となりました。出生数は減少傾向、死亡数は増加傾向にあるため、自然

増加数が減少傾向にあります。 

合計特殊出生率は、急激に上昇することは考えにくいため、今後は自然減にな

ることが予想されます。若い世代の増加や合計特殊出生率の上昇に影響を与える

有効な施策を講じる必要があります。 

 

②若い世代の転出超過 

男性は 20 歳代前半が転出超過の傾向にあり、女性は 20 歳代前半から 30 歳

代後半まで転出超過が続く傾向にあります。就職、結婚のタイミングで他市への

移動が起こっている可能性が大きく、特に近隣の大学に通学している学生が卒業

して他市に移動していることは大きな課題です。 

 

③昼夜間比率 

本市は昼夜間比率が低く、「住む」場所としての性格が強く、「働く」場所とし

ての性格が弱い傾向にあります。特別区への通勤者数は減少していますが、川越

市など近隣の自治体への通勤者数が増加しています。 

 

④急速に進む高齢化 

平成７年に 6.8%だった高齢化率は、平成 27 年には 24.1%となり、今後も

上昇し、平成 52 年には 38.4%となることが推測され、急速に高齢化が進みま

す。 

生産年齢人口の減少と高齢化の進行によって、今後は、財政的な問題が大きく

なることから、行政需要の変化に合わせて行政サービスを見直す必要があります。 
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（２）将来の方向 

本市のこれまでの人口推移と将来の推計結果を踏まえ、本市が活力あるまちで

あり続けるためには、人口減少の速度を抑制し、今後も安定的な人口規模を確保

するとともに、人口構造の若返りを図る必要があります。 

このことから、「元気なまち鶴ヶ島」を維持していくため、今後の取り組むべき

方向性は、次の３つを基本的視点とします。 

 

①子育て世代の妊娠・出産、子育て環境の整備 

すべての子育て家庭が安心して子どもを産み、育てられる環境を整備し、家庭

と仕事の両立を実現することで、生産年齢人口の減少と将来的な年少人口の減

少を克服します。 

 

②就労の場の確保と若い世代の転出抑制・転入促進 

新たな雇用を創出し、市内で安心して働ける場を確保することで、就職時にお

ける大学生を中心とした若い世代の転出を抑制するとともに、本市の魅力を積極

的に発信することで転入を促進します。 

 

③急速に進む高齢化と時代の変化への適切な対応 

急速に進む高齢化には、医療や介護サービスの分野だけではなく、安心して暮

らせる地域づくりのための施策を一体的に進めるとともに、時代の変化に適切に

対応します。 
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（３）目標人口 

第５次鶴ヶ島市総合計画最終年度となる平成３２年度における鶴ヶ島市の人

口は、基本推計に比べ 1,000 人多い、71,000 人を目標とします。 

  

（４）展望人口 

平成７２年度における鶴ヶ島市の人口は、今後の人口減少を抑制することによ

り基本推計より 13,000 人多い、59,000 人を展望します。 

また、老年人口割合は、基本推計に比べて低く保つことにより、人口構成の若

返りを図ります。 
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第３章 総合戦略 

１ 基本的な考え方 

（１）基本目標の設定と国の総合戦略との関係 

総合戦略では、「元気なまち鶴ヶ島」を将来にわたり維持していくため、①子育

て世代の妊娠・出産、子育て環境の整備、②就労の場の確保と若い世代の転出抑

制・転入促進、③急速に進む高齢化と時代の変化への適切な対応の３つの基本的

視点をもとに、国の総合戦略の４つの政策分野ごとに対応した４つの基本目標を

設定します。 

 

国の政策分野 市の基本目標 

地方における安定した雇用を創出する 
Ⅰ 雇用を創出し働く人が元気なまち

をつくります 

地方への新しいひとの流れをつくる 
Ⅱ 鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気に

なるまちをつくります 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望

をかなえる 

Ⅲ 子育て世代が元気に生活できるま

ちをつくります 

時代に合った地域をつくり、安心な暮

らしを守るとともに、地域と地域を連

携する 

Ⅳ 誰もが安心して、活きいきと暮らせ

るまちをつくります 
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（２）第５次鶴ヶ島市総合計画との関係 

総合戦略は、第５次鶴ヶ島市総合計画「後期基本計画」を着実に推進するため

の行動計画として位置付け、総合戦略の基本目標ごとに関連する主な施策・取組

を次のとおり整理します。 

 

総合計画 主な関連施策番号 総合戦略 ◎基本的方向及び施策・取組 

基本目標Ⅰ 雇用を創出し働く人が元気なまちをつくります 

 

施策 19 商工業と観光の振興 

施策 20 雇用の創出と就労対策の充実 

◎鶴ヶ島で働ける環境の実現 

① 企業誘致の推進 

② 就業機会の確保と就労・起業の支援 

基本目標Ⅱ 鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 

 

施策 19 商工業と観光の振興 

施策 21 農業の振興 

施策 23 公園の整備と緑化の推進 

施策 44 生涯学習・スポーツの振興 

施策 46 情報を活用した行政運営の充実 

◎市の魅力の向上と発信 

① 地域資源の活用による市の魅力の創出 

② 鶴ヶ島ブランドの開発支援等による地

域経済の活性化 

③ 若い世代の転入・定住の促進 

④ シティプロモーションの推進 

基本目標Ⅲ 子育て世代が元気に生活できるまちをつくります 

 

施策 6  保健事業の充実 

施策 3６ すべての子育て家庭への支援 

施策３７ 仕事と子育ての両立支援 

◎子育てしやすい環境の実現 

① 安心して出産できる環境の充実 

② 子育てしやすい環境の充実 

 

施策 39 確かな学力と自立する力を育む 

教育の充実 

施策 40 豊かな心と健やかな体を育む教

育の充実 

施策 41 質の高い学校運営の推進 

◎楽しく学べる教育環境の実現 

① 学校教育環境の充実 

基本目標Ⅳ 誰もが安心して、活きいきと暮らせるまちをつくります 

 

施策 2  高齢者が安心できる生活の支援 

施策 5  健康づくりの推進 

施策 7  地域医療の充実促進 

施策 26 良好な住宅・住環境の推進 

施策 28 公共交通の充実 

◎健やかに安心して暮らせる社会の実現 

① 地域包括ケアシステムの構築 

② 良好な住宅・住環境の推進 

③ 公共交通の充実 

 

施策 48 計画的で効率的な行財政運営の

推進 

◎時代にあった行政への転換 

① 効率的な行財政運営の推進 
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（２）第５次鶴ヶ島市総合計画との関係 

総合戦略は、第５次鶴ヶ島市総合計画「後期基本計画」を着実に推進するため

の行動計画として位置付け、総合戦略の基本目標ごとに関連する主な施策・取組

を次のとおり整理します。 
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基本目標Ⅰ 雇用を創出し働く人が元気なまちをつくります 

 

施策 19 商工業と観光の振興 

施策 20 雇用の創出と就労対策の充実 
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② 就業機会の確保と就労・起業の支援 

基本目標Ⅱ 鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 

 

施策 19 商工業と観光の振興 
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施策 44 生涯学習・スポーツの振興 
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① 地域資源の活用による市の魅力の創出 

② 鶴ヶ島ブランドの開発支援等による地
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施策 6  保健事業の充実 
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（３）施策・取組の考え方 

施策・取組は、基本目標を目指していくために、第５次鶴ヶ島市総合計画で位

置付けた関連する施策・取組を抽出しています。 

主な具体的な事業については、予算を伴うもの、予算を伴わず関係機関等との

連携により事業化できるものがあります。予算を伴う事業については、必要な行

政サービスを維持していくため、市の財政状況を勘案しながら財源の確保を図っ

たうえで実施するものとします。 

 

 

（４）ＰＤＣＡサイクルによる進行管理 

施策・取組については、重要業績評価指標（ＫＰＩ）の現状値をはじめ、実施

状況や具体的な事業の効果を把握・検証し、基本目標の達成に向け効果的に取り

組めるよう改善を図ることとします。 
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２ 基本目標に基づく具体的な施策 

 

 

雇用を創出し働く人が元気なまちをつくります 

 

 

 数値目標 

指標 数値目標 

市内従業者数（平成 31 年度） ２３,４１８人 

※平成 24 年従業者数   22,003 人（出典：地域経済分析システム（RESAS）） 

基本目標Ⅰ 雇用を創出し働く人が元気なまちをつくります 

◆ 基本的方向 

鶴ヶ島で働ける環境の実現 

鶴ヶ島市は、関越自動車道と首都圏中央連絡自動車道が交差し、それぞれに

インターチェンジがある地の利のよいまちです。こうした交通の要衝としての

利便性を活かし、圏央鶴ヶ島インターチェンジに近接する埼玉県農業大学校跡

地等に企業誘致を進め、雇用の創出を図ることで、市内で安心して働ける環境

を実現します。 

 

  

基本目標 Ⅰ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

①企業誘致の推進 

既存の工業団地などへの企業誘致を進めるとともに、埼玉県農業大学校跡地を

活用して、圏央鶴ヶ島インターチェンジに近接する立地特性を活かしながら、テ

ーマ性を持たせた企業誘致を進めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 目標値 

農業大学校跡地を活用した産業立地に伴う雇用者数 
1,415 人（計画期間累計）

※実績参考数値なし 
 

主な具体的な事業 

・農業大学校跡地の活用 
埼玉県と連携して、産業を振興し、地域の雇用拡大につ

ながる企業誘致を進めます。 

・企業立地雇用等促進奨励

事業 

市内で事業所の新設等を行う企業及びその従業員に対 

し、必要な奨励措置を講ずることにより、企業の進出を

促進するとともに、市民の雇用機会の拡大及び定住の促

進を図ります。 
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２ 基本目標に基づく具体的な施策 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 
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進を図ります。 
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②就業機会の確保と就労・起業の支援 

市内事業者や関係機関等と連携し、地元企業への就業機会の確保と拡充を図る

とともに、就労・起業のための情報提供や相談の実施などの支援を行います。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

職業相談室相談者の就業者数 
500 人（平成 31 年度）

477 人（平成 26 年度）

近隣大学新卒者の市内企業への就職者数 
30 人（平成 31 年度）

18 人（平成 26 年度）

就労支援事業等に参加し再就職した女性の人数 
20 人（計画期間累計）

※実績参考数値なし 

 

主な具体的な事業 

・就職支援事業 各種相談会を実施し、就職活動を支援します。 

・大学生等の若者への就職

支援 

大学生等の若者の就業を促進するため、市内事業者、近

隣大学、関係機関等と連携し、インターンシップの受け

入れや合同就職面接会などを実施します。また、地元で

働きたい若者を対象として市内企業の情報提供を行いま

す。 

・女性活躍応援事業 
企業等における女性の登用や環境整備、女性の起業に向

けた地域ぐるみの取組への支援を行います。 

・新規就農支援事業 
農業経営を始めようという意欲のある新規就農者を育

成・支援し、新たな農業の担い手を確保します。 
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②就業機会の確保と就労・起業の支援 

市内事業者や関係機関等と連携し、地元企業への就業機会の確保と拡充を図る

とともに、就労・起業のための情報提供や相談の実施などの支援を行います。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

職業相談室相談者の就業者数 
500 人（平成 31 年度）

477 人（平成 26 年度）

近隣大学新卒者の市内企業への就職者数 
30 人（平成 31 年度）

18 人（平成 26 年度）

就労支援事業等に参加し再就職した女性の人数 
20 人（計画期間累計）

※実績参考数値なし 

 

主な具体的な事業 

・就職支援事業 各種相談会を実施し、就職活動を支援します。 

・大学生等の若者への就職

支援 

大学生等の若者の就業を促進するため、市内事業者、近

隣大学、関係機関等と連携し、インターンシップの受け

入れや合同就職面接会などを実施します。また、地元で

働きたい若者を対象として市内企業の情報提供を行いま

す。 

・女性活躍応援事業 
企業等における女性の登用や環境整備、女性の起業に向

けた地域ぐるみの取組への支援を行います。 

・新規就農支援事業 
農業経営を始めようという意欲のある新規就農者を育

成・支援し、新たな農業の担い手を確保します。 
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鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 

 
基本目標Ⅱ 鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 
 

数値目標 

指標 数値目標 

計画期間内（平成 31 年度末）の人口増 １,０００人 

  ※推計値は、△111 人 

 

◆ 基本的方向 

市の魅力の向上と発信 

自然や立地条件、歴史的伝統行事などの市の持つ地域特性を活かしながら、

市の魅力を向上し、鶴ヶ島市のブランド化を推進します。鶴ヶ島市の魅力を分

かりやすく、積極的に発信することにより、市内外の交流を図るなど地域活力

の創出を目指します。 

 

  

基本目標 Ⅱ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

①地域資源の活用による市の魅力の創出 

地域資源である「脚折雨乞」を鶴ヶ島のイメージ戦略、ブランド化に活用するこ

となどにより、市の魅力を創出します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

脚折雨乞行事観光入込客数 
30,000 人（平成 28 年）

25,000 人（平成 24 年）

郷土として鶴ヶ島を「好き」と思う市民の割合 
60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

高倉地区ふるさとづくりの参加人数 
1,200 人（平成 31 年度）

543 人（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・脚折雨乞支援事業 
４年に１度開催される伝統行事「脚折雨乞」を主催する

脚折雨乞行事保存会の支援を行います。 

・脚折雨乞を活用した 

 魅力づくり 

鶴ヶ島の地域資源である脚折雨乞を活用し、産業の振

興、シティプロモーション活動、ふるさと意識の醸成等

のまちづくりにつなげます。 

・水土里のふるさと推進 

事業 

市内に残る水辺や里山などの原風景を市民共有の財産と

して保全し、それらの自然に触れることで、ふるさと意

識の醸成を図るとともに、魅力あるふるさと景観づくり

を推進します。 

・運動公園整備事業 

スポーツやレクリエーション、健康づくりの拠点とし

て、運動公園を整備することにより賑わいと魅力を創出

します。 
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鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 

 
基本目標Ⅱ 鶴ヶ島に住む人、訪れる人が元気になるまちをつくります 
 

数値目標 

指標 数値目標 

計画期間内（平成 31 年度末）の人口増 １,０００人 

  ※推計値は、△111 人 

 

◆ 基本的方向 

市の魅力の向上と発信 

自然や立地条件、歴史的伝統行事などの市の持つ地域特性を活かしながら、

市の魅力を向上し、鶴ヶ島市のブランド化を推進します。鶴ヶ島市の魅力を分

かりやすく、積極的に発信することにより、市内外の交流を図るなど地域活力

の創出を目指します。 

 

  

基本目標 Ⅱ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

①地域資源の活用による市の魅力の創出 

地域資源である「脚折雨乞」を鶴ヶ島のイメージ戦略、ブランド化に活用するこ

となどにより、市の魅力を創出します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

脚折雨乞行事観光入込客数 
30,000 人（平成 28 年）

25,000 人（平成 24 年）

郷土として鶴ヶ島を「好き」と思う市民の割合 
60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

高倉地区ふるさとづくりの参加人数 
1,200 人（平成 31 年度）

543 人（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・脚折雨乞支援事業 
４年に１度開催される伝統行事「脚折雨乞」を主催する

脚折雨乞行事保存会の支援を行います。 

・脚折雨乞を活用した 

 魅力づくり 

鶴ヶ島の地域資源である脚折雨乞を活用し、産業の振

興、シティプロモーション活動、ふるさと意識の醸成等

のまちづくりにつなげます。 

・水土里のふるさと推進 

事業 

市内に残る水辺や里山などの原風景を市民共有の財産と

して保全し、それらの自然に触れることで、ふるさと意

識の醸成を図るとともに、魅力あるふるさと景観づくり

を推進します。 

・運動公園整備事業 

スポーツやレクリエーション、健康づくりの拠点とし

て、運動公園を整備することにより賑わいと魅力を創出

します。 
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②鶴ヶ島ブランドの開発支援等による地域経済の活性化 

鶴ヶ島ブランドとなる特産品や地元グルメの創出を支援し、ふるさと納税の内

容を充実させ、記念品の提供を通じて地域経済の活性化を推進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

ふるさと納税による市内企業への効果額 
350,000 千円（計画期間累計）

65,037 千円（平成 26 年度）

鶴ヶ島ブランドの特産品を活用した商品の開発 
２件（計画期間累計）

※実績参考数値なし 

荒廃農地の面積 
10.1ha（平成 31 年度）

13.61ha（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・ふるさと振興発信事業 

ふるさと納税制度を積極的に活用することにより、市の

知名度の向上を図るとともに地域産業の活性化を図りま

す。 

・寄附によるまちづくり 

推進事業 

鶴ヶ島を応援しようとする方から広く寄附を募り、寄附

者の意向を反映した政策を実現することにより、様々な

人々の参加によるまちづくりを推進します。 

・特産品づくり推進事業 
産・学・官・民と連携し、健康・福祉・観光などとの分

野と関連づけながら、特産品づくりを推進します。 

・地域経済応援事業 
市内商店で利用できるクーポン券を発行するなど、鶴ヶ

島市商工会と連携して地域経済の活性化を図ります。 

・企業と連携した農業の 

振興 

企業や関係機関と連携を図りながら、農業の担い手の確

保と農地の有効利用を促進し、安定的な農業経営が行わ

れるよう支援します。 
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③若い世代の転入・定住の促進 

鶴ヶ島市への転入・定住を促進するため、関係機関との連携を図りながら定住

促進に資する制度を整備します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

20 歳から 39 歳までの世代の転入超過 
実現（計画期間累計）

△230 人（平成 25 年度）

鶴ヶ島市に住み続けたいと思う市民の割合 
85％（平成 31 年度）

80.6％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・地域金融機関定住連携 

事業 

地域の金融機関と連携し、金融機関の住宅ローンを優遇

することにより若い世代の定住を促進します。 

・ＵＲ等を活用した若者 

定住への支援 

ＵＲ等との連携により、親世代と子孫世代の三世代の多

世代近居、近隣大学の運動部寮、社宅等への活用により

若者の転入を促進し、定住できるよう支援を行います。 

 

④シティプロモーションの推進 

鶴ヶ島市への転入・定住を促進するため、鶴ヶ島市の魅力をわかりやすく、積極

的にＰＲします。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

市ホームページのアクセス件数 
660,000 件（平成 31 年度）

550,000 件（平成 26 年度）

市ＳＮＳにおける情報発信件数 
720 件（平成 31 年度）

600 件（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・シティプロモーション 

推進事業 

市ホームページ、動画、ＳＮＳ等のデジタルコンテンツ

を活用するなど市の魅力をわかりやすく、積極的に発信

します。 

・市民を起用したＰＲの 

実施 

新婚転入者など若者を中心に、鶴ヶ島市に転入した理由

や住んで感じたことなどを紹介することにより、若者を

ターゲットとした情報発信を行います。 
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②鶴ヶ島ブランドの開発支援等による地域経済の活性化 

鶴ヶ島ブランドとなる特産品や地元グルメの創出を支援し、ふるさと納税の内

容を充実させ、記念品の提供を通じて地域経済の活性化を推進します。 
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目標値 

実績参考数値 

ふるさと納税による市内企業への効果額 
350,000 千円（計画期間累計）

65,037 千円（平成 26 年度）

鶴ヶ島ブランドの特産品を活用した商品の開発 
２件（計画期間累計）

※実績参考数値なし 

荒廃農地の面積 
10.1ha（平成 31 年度）

13.61ha（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・ふるさと振興発信事業 

ふるさと納税制度を積極的に活用することにより、市の

知名度の向上を図るとともに地域産業の活性化を図りま

す。 

・寄附によるまちづくり 

推進事業 

鶴ヶ島を応援しようとする方から広く寄附を募り、寄附

者の意向を反映した政策を実現することにより、様々な

人々の参加によるまちづくりを推進します。 

・特産品づくり推進事業 
産・学・官・民と連携し、健康・福祉・観光などとの分

野と関連づけながら、特産品づくりを推進します。 

・地域経済応援事業 
市内商店で利用できるクーポン券を発行するなど、鶴ヶ

島市商工会と連携して地域経済の活性化を図ります。 

・企業と連携した農業の 

振興 

企業や関係機関と連携を図りながら、農業の担い手の確

保と農地の有効利用を促進し、安定的な農業経営が行わ

れるよう支援します。 
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③若い世代の転入・定住の促進 

鶴ヶ島市への転入・定住を促進するため、関係機関との連携を図りながら定住

促進に資する制度を整備します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

20 歳から 39 歳までの世代の転入超過 
実現（計画期間累計）

△230 人（平成 25 年度）

鶴ヶ島市に住み続けたいと思う市民の割合 
85％（平成 31 年度）

80.6％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・地域金融機関定住連携 

事業 

地域の金融機関と連携し、金融機関の住宅ローンを優遇

することにより若い世代の定住を促進します。 

・ＵＲ等を活用した若者 

定住への支援 

ＵＲ等との連携により、親世代と子孫世代の三世代の多

世代近居、近隣大学の運動部寮、社宅等への活用により

若者の転入を促進し、定住できるよう支援を行います。 

 

④シティプロモーションの推進 

鶴ヶ島市への転入・定住を促進するため、鶴ヶ島市の魅力をわかりやすく、積極

的にＰＲします。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

市ホームページのアクセス件数 
660,000 件（平成 31 年度）

550,000 件（平成 26 年度）

市ＳＮＳにおける情報発信件数 
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・シティプロモーション 

推進事業 

市ホームページ、動画、ＳＮＳ等のデジタルコンテンツ

を活用するなど市の魅力をわかりやすく、積極的に発信

します。 

・市民を起用したＰＲの 

実施 

新婚転入者など若者を中心に、鶴ヶ島市に転入した理由

や住んで感じたことなどを紹介することにより、若者を

ターゲットとした情報発信を行います。 
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子育て世代が元気に生活できるまちをつくります 

 

数値目標 

指標 数値目標 

計画期間内（平成３１年度末）の年少人口割合 11.7% 

  ※数値目標は、人口ビジョン将来展望による。推計値は、11.3% 

基本目標Ⅲ 子育て世代が元気に生活できるまちをつくります 

◆ 基本的方向 

（１）子育てしやすい環境の実現 

若い世代が安心して子どもを生み育てていくために、家庭における子育て

の負担や不安、孤立感を和らげ、男女共に働きながら安心して子育てができ

るよう支援することで、子育ての楽しさや喜びを実感できる子育てしやすい

環境の実現を目指します。 

 

（２）楽しく学べる教育環境の実現 

主体的に学ぶ姿勢、基礎学力の定着により子どもたちの確かな学力と自立

する力を育み、ふるさと意識や郷土愛を醸成しながら楽しく学べる教育環境

を実現します。 

 

  

基本目標 Ⅲ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

（１）子育てしやすい環境の実現 

①安心して出産できる環境の充実 

妊娠、出産期において、安心して子どもを生み育てることができるよう妊産婦

や家族の悩みを軽減、解消するための環境を充実します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

乳幼児期の支援に満足、どちらかといえば満足の

乳幼児世帯の割合 

60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

３歳児健康診査受診率 
95％（平成 31 年度）

94.6％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・妊娠・出産・育児支援 

事業 

妊娠期から出産、産後の心身の悩みや育児不安などの多

岐にわたる相談を行い、切れ目のない支援を行います。 

・乳幼児健康診査事業 

乳幼児の健やかな発育・発達、疾病の予防と早期発見の

ために、４か月児、１歳６か月児及び３歳児を対象とし

た乳幼児健康診査を行います。 

・乳幼児期支援満足度調査

の実施 

３歳児健診において乳幼児期の支援についての満足度調

査を実施します。 
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数値目標 
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◆ 基本的方向 
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若い世代が安心して子どもを生み育てていくために、家庭における子育て

の負担や不安、孤立感を和らげ、男女共に働きながら安心して子育てができ

るよう支援することで、子育ての楽しさや喜びを実感できる子育てしやすい

環境の実現を目指します。 

 

（２）楽しく学べる教育環境の実現 

主体的に学ぶ姿勢、基礎学力の定着により子どもたちの確かな学力と自立

する力を育み、ふるさと意識や郷土愛を醸成しながら楽しく学べる教育環境

を実現します。 

 

  

基本目標 Ⅲ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

（１）子育てしやすい環境の実現 

①安心して出産できる環境の充実 

妊娠、出産期において、安心して子どもを生み育てることができるよう妊産婦

や家族の悩みを軽減、解消するための環境を充実します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

乳幼児期の支援に満足、どちらかといえば満足の

乳幼児世帯の割合 

60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

３歳児健康診査受診率 
95％（平成 31 年度）

94.6％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・妊娠・出産・育児支援 

事業 

妊娠期から出産、産後の心身の悩みや育児不安などの多

岐にわたる相談を行い、切れ目のない支援を行います。 

・乳幼児健康診査事業 

乳幼児の健やかな発育・発達、疾病の予防と早期発見の

ために、４か月児、１歳６か月児及び３歳児を対象とし

た乳幼児健康診査を行います。 

・乳幼児期支援満足度調査

の実施 

３歳児健診において乳幼児期の支援についての満足度調

査を実施します。 
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②子育てしやすい環境の充実 

子どもたちが健やかに育ち、喜びと楽しみをもって子育てができる環境を整備

します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

子育て環境に満足、どちらかといえば満足の子育

て世帯の割合 

60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

保育所(園)及び学童保育室の待機児童数 
0 人（平成 31 年度）

0 人（平成 27 年 4 月 1 日）

 

主な具体的な事業 

・保育園・認定こども園 

等の整備促進 

地域で安心して保育が利用できるよう、今後の保育需要

の動向を見極めつつ、保育園・認定こども園等の整備を

促進します。 

・多様な保育サービスの 

推進 

就労形態の多様化に対応するため、延長保育事業、休日

保育事業、一時預かり保育事業、病児・病後児保育事業

等を推進します。 

・多子世帯（第３子以降） 

への負担軽減 

保育所（園）に入所している第３子以降の保育料を無料

にします。 

・放課後児童健全育成事業

（学童保育事業）の充実 

子どもの就学後における保護者の仕事と子育ての両立を

支援するため、放課後の児童への適切な生活の場となる

よう質の向上と施設の整備を進めます。 

・児童館・子育てセンター・

つどいの広場の充実 

地域における子どもの居場所や自主的な活動の場、子育

て中の親子の交流の場を通じて、身近な地域で子どもや

子育てを見守り、支え合う取組を進めます。 

・ファミリー・サポート・ 

センター運営事業 

育児援助を受けたい人と行いたい人を会員として組織

し、地域において会員同士の育児に関する相互援護活動

を推進します。 

・こども医療費助成事業 
子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもが安心し

て医療にかかることができるよう助成を行います。 

・育児情報誌の発行と子育

て情報サイトの充実 

子育てに関する情報をガイドブックや情報サイトで提供

し、子育て家庭を応援します。 

・子育て環境満足度調査の

実施 

保育園・認定こども園、小学校などの子育て世帯の市民

を対象に、子育て環境に係る満足度調査を実施します。 
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（２）楽しく学べる教育環境の実現 

①学校教育環境の充実 

子どもたちの基礎学力の向上と豊かな心を育むため、学校等の学習環境の充実

を図ります。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

全国学力・学習状況調査において、全国平均正答

率を上回る項目数（小 6 国語・算数） 

4/4 項目（平成 31 年度）

0/4 項目（平成 27 年度）

全国学力・学習状況調査において、全国平均正答

率を上回る項目数（中 3 国語・数学） 

4/4 項目（平成 31 年度）

1/4 項目（平成 27 年度）

「規律ある態度」８割以上を達成した項目数（児

童生徒を対象とする質問調査） 

108/108 項目（平成 31 年度）

98/108 項目（平成 25 年度）

学校評価項目における満足度 
90％（平成 31 年度）

86.9％（平成 25 年度）

 

主な具体的な事業 

・学力向上推進事業 

個に応じたきめ細かな学習支援体制を確保して基礎学力

の定着を図るため、市内小中学校に各種支援員等の派遣

を進めます。 

・国際性を育む教育推進 

事業 

中学校の外国語教育の充実と小学校の外国語活動を支援

するため、中学校英語教員の配置や外国語指導助手の小

中学校への派遣を進めます。 

・ふるさと意識の醸成 
鶴ヶ島市の豊かな自然や郷土の伝統と文化について、知

り、考える機会を設け、ふるさと意識を醸成します。 

・時代の変化に対応した教

育課程の創造 

学校の適正規模、適正配置、子どもたちにとって望まし

い教育環境のあるべき姿などについて、調査研究を進め

ます。 

・学校情報化の推進 

子どもたちの健全な成長を目指して教員と児童生徒が向

き合う時間を確保するため、教育環境の充実や校務の負

担軽減の取組などを進めます。 

・学校応援団支援事業 

学校・家庭・地域が連携して子どもたちを健全に育成す

るため、学校応援団（学校支援ボランティア）の活動を

支援します。 

・子どもの読書力を育む 

事業 

小・中学校に学校図書館司書を配置し、本とふれあい、

読書の習慣化が図れるよう、児童・生徒の読書活動を支

援します。 
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②子育てしやすい環境の充実 

子どもたちが健やかに育ち、喜びと楽しみをもって子育てができる環境を整備

します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

子育て環境に満足、どちらかといえば満足の子育

て世帯の割合 

60％（平成 31 年度）

※実績参考数値なし 

保育所(園)及び学童保育室の待機児童数 
0 人（平成 31 年度）

0 人（平成 27 年 4 月 1 日）

 

主な具体的な事業 

・保育園・認定こども園 

等の整備促進 

地域で安心して保育が利用できるよう、今後の保育需要

の動向を見極めつつ、保育園・認定こども園等の整備を

促進します。 

・多様な保育サービスの 

推進 

就労形態の多様化に対応するため、延長保育事業、休日

保育事業、一時預かり保育事業、病児・病後児保育事業

等を推進します。 

・多子世帯（第３子以降） 

への負担軽減 

保育所（園）に入所している第３子以降の保育料を無料

にします。 

・放課後児童健全育成事業

（学童保育事業）の充実 

子どもの就学後における保護者の仕事と子育ての両立を

支援するため、放課後の児童への適切な生活の場となる

よう質の向上と施設の整備を進めます。 

・児童館・子育てセンター・

つどいの広場の充実 

地域における子どもの居場所や自主的な活動の場、子育

て中の親子の交流の場を通じて、身近な地域で子どもや

子育てを見守り、支え合う取組を進めます。 

・ファミリー・サポート・ 

センター運営事業 

育児援助を受けたい人と行いたい人を会員として組織

し、地域において会員同士の育児に関する相互援護活動

を推進します。 

・こども医療費助成事業 
子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもが安心し

て医療にかかることができるよう助成を行います。 

・育児情報誌の発行と子育

て情報サイトの充実 

子育てに関する情報をガイドブックや情報サイトで提供

し、子育て家庭を応援します。 

・子育て環境満足度調査の

実施 

保育園・認定こども園、小学校などの子育て世帯の市民

を対象に、子育て環境に係る満足度調査を実施します。 
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（２）楽しく学べる教育環境の実現 

①学校教育環境の充実 

子どもたちの基礎学力の向上と豊かな心を育むため、学校等の学習環境の充実

を図ります。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

全国学力・学習状況調査において、全国平均正答

率を上回る項目数（小 6 国語・算数） 

4/4 項目（平成 31 年度）

0/4 項目（平成 27 年度）

全国学力・学習状況調査において、全国平均正答

率を上回る項目数（中 3 国語・数学） 

4/4 項目（平成 31 年度）

1/4 項目（平成 27 年度）

「規律ある態度」８割以上を達成した項目数（児

童生徒を対象とする質問調査） 

108/108 項目（平成 31 年度）

98/108 項目（平成 25 年度）

学校評価項目における満足度 
90％（平成 31 年度）

86.9％（平成 25 年度）

 

主な具体的な事業 

・学力向上推進事業 

個に応じたきめ細かな学習支援体制を確保して基礎学力

の定着を図るため、市内小中学校に各種支援員等の派遣

を進めます。 

・国際性を育む教育推進 

事業 

中学校の外国語教育の充実と小学校の外国語活動を支援

するため、中学校英語教員の配置や外国語指導助手の小

中学校への派遣を進めます。 

・ふるさと意識の醸成 
鶴ヶ島市の豊かな自然や郷土の伝統と文化について、知

り、考える機会を設け、ふるさと意識を醸成します。 

・時代の変化に対応した教

育課程の創造 

学校の適正規模、適正配置、子どもたちにとって望まし

い教育環境のあるべき姿などについて、調査研究を進め

ます。 

・学校情報化の推進 

子どもたちの健全な成長を目指して教員と児童生徒が向

き合う時間を確保するため、教育環境の充実や校務の負

担軽減の取組などを進めます。 

・学校応援団支援事業 

学校・家庭・地域が連携して子どもたちを健全に育成す

るため、学校応援団（学校支援ボランティア）の活動を

支援します。 

・子どもの読書力を育む 

事業 

小・中学校に学校図書館司書を配置し、本とふれあい、

読書の習慣化が図れるよう、児童・生徒の読書活動を支

援します。 
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誰もが安心して、活きいきと暮らせるまちをつくります 

 

 

 

数値目標 

指標 数値目標 

健康寿命（平成 31 年度） 
男性 17.73 年 

女性 20.11 年 

 ※平成 26 年度実績 男性 16.78 年 女性 19.83 年 

「健康寿命」・・・埼玉県において定義している 65 歳に達した市民が、自立して活動

的に暮らすことができる期間を表す指標です。 

 基本目標Ⅳ 誰もが安心して、活きいきと暮らせるまちをつくります 

 

◆ 基本的方向 

（１）健やかに安心して暮らせる社会の実現 

「自助・共助・公助」の考え方を基調とし、日常の暮らしの中で共に支え

合い助け合う関係づくりを進め、誰もが住み慣れた地域で健やかに安心して

暮らせる社会を目指します。 

 

（２）時代に合った行政への転換 

高度経済成長期と比較すると社会状況は大きく変化し、市民の生活スタイ

ルそのものに変化をもたらしています。限られた行政資源のなかで必要な市

民サービスを提供していくため、時代の変化に柔軟に対応し、中長期的な視

点に立った効率的な行財政運営を進めます。 

 

  

基本目標 Ⅳ 

 

 

 

33 
 

◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

（１）健やかに安心して暮らせる社会の実現 

①地域包括ケアシステムの構築 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるように、

医療・介護・予防・生活支援・住まいが適切に提供される地域包括ケアシステム

の構築を進めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

地域包括支援センターの相談件数 
2,260 件（平成 31 年度）

1,500 件（平成 26 年度）

訪問診療専門医療機関数 
3 箇所（平成 31 年度）

1 箇所（平成 26 年度）

健康教室の年間参加者数 
370 人（平成 31 年度）

293 人（平成 26 年度）

特定健康診査受診率 
42.00％（平成 31 年度）

36.42％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・包括的支援事業費 

高齢者の在宅生活を地域で支えるため、多様な主体がサ

ービスを提供する介護予防・日常生活支援総合事業や生

活支援体制整備事業、地域包括支援センターの機能強化

などを実施します。 

・高齢者在宅福祉推進事業 
生活支援、介護支援が必要な高齢者の在宅生活を支援し

ます。 

・地域コミュニティの仕 

組みづくりの推進 

安心な暮らしを実現するため、地域が主体となった活動

を支援します。また、近隣大学と連携し学生の地域活動

への参加を促進します。 

・市民センター地域活動支

援事業 

シニア世代に対し、地域活動に参加するきっかけとなる

イベントや市民活動につながる養成講座・講演会の開催

を通し、地域活動への参加を促すとともに、地域で活動

している団体を支援します。 

・地域と連携した健康づく

り運動の推進 

声を掛け合って楽しく健康づくりを行うため、自治会や

地域活動団体と連携し、ラジオ体操の推進や健康器具を

活用した健康づくり運動を展開します。 
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誰もが安心して、活きいきと暮らせるまちをつくります 

 

 

 

数値目標 

指標 数値目標 

健康寿命（平成 31 年度） 
男性 17.73 年 

女性 20.11 年 

 ※平成 26 年度実績 男性 16.78 年 女性 19.83 年 

「健康寿命」・・・埼玉県において定義している 65 歳に達した市民が、自立して活動

的に暮らすことができる期間を表す指標です。 

 基本目標Ⅳ 誰もが安心して、活きいきと暮らせるまちをつくります 

 

◆ 基本的方向 

（１）健やかに安心して暮らせる社会の実現 

「自助・共助・公助」の考え方を基調とし、日常の暮らしの中で共に支え

合い助け合う関係づくりを進め、誰もが住み慣れた地域で健やかに安心して

暮らせる社会を目指します。 

 

（２）時代に合った行政への転換 

高度経済成長期と比較すると社会状況は大きく変化し、市民の生活スタイ

ルそのものに変化をもたらしています。限られた行政資源のなかで必要な市

民サービスを提供していくため、時代の変化に柔軟に対応し、中長期的な視

点に立った効率的な行財政運営を進めます。 

 

  

基本目標 Ⅳ 
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◆ 具体的な施策・取組と重要業績評価指標 

（１）健やかに安心して暮らせる社会の実現 

①地域包括ケアシステムの構築 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるように、

医療・介護・予防・生活支援・住まいが適切に提供される地域包括ケアシステム

の構築を進めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

地域包括支援センターの相談件数 
2,260 件（平成 31 年度）

1,500 件（平成 26 年度）

訪問診療専門医療機関数 
3 箇所（平成 31 年度）

1 箇所（平成 26 年度）

健康教室の年間参加者数 
370 人（平成 31 年度）

293 人（平成 26 年度）

特定健康診査受診率 
42.00％（平成 31 年度）

36.42％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・包括的支援事業費 

高齢者の在宅生活を地域で支えるため、多様な主体がサ

ービスを提供する介護予防・日常生活支援総合事業や生

活支援体制整備事業、地域包括支援センターの機能強化

などを実施します。 

・高齢者在宅福祉推進事業 
生活支援、介護支援が必要な高齢者の在宅生活を支援し

ます。 

・地域コミュニティの仕 

組みづくりの推進 

安心な暮らしを実現するため、地域が主体となった活動

を支援します。また、近隣大学と連携し学生の地域活動

への参加を促進します。 

・市民センター地域活動支

援事業 

シニア世代に対し、地域活動に参加するきっかけとなる

イベントや市民活動につながる養成講座・講演会の開催

を通し、地域活動への参加を促すとともに、地域で活動

している団体を支援します。 

・地域と連携した健康づく

り運動の推進 

声を掛け合って楽しく健康づくりを行うため、自治会や

地域活動団体と連携し、ラジオ体操の推進や健康器具を

活用した健康づくり運動を展開します。 
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・つるがしま健康マイレー

ジ運営事業 

健康関連事業の参加に応じたポイント付与を行うことに

より、市民の健康意識と健康診断の受診率の向上を図り

ます。 

・地域医療体制整備事業 

市民が身近なところでいつでも適切な医療が受けられる

よう、初期救急医療、第二次救急医療、在宅医療等の地

域医療体制の整備を図ります。 

・成人保健事業 

市内の事業所や店舗と連携し、気軽に身近な所での健康

相談などを実施し、市民の健康意識や自己管理意識の向

上、生活習慣の改善を図ります。 

 

②良好な住宅・住環境の推進 

住宅・住環境の安全対策を推進し、安心して暮らせる居住環境が整ったまちに

します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

空き家の年間改善件数（特定空き家となる前に所

有者等に適正管理を促し改善した件数） 

10 件 

実績なし 

犯罪認知件数 
361 件（平成 31 年度）

658 件（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・空き家の適正な管理の 

推進 

地域の良好な住環境を確保するため、状況に応じた空き

家の適正管理を推進するとともに、空き家の有効活用に

向けた取組を促進します。 

・防犯灯ＬＥＤ化推進事業 

既設の防犯灯をＬＥＤ灯に交換することで、環境にやさ

しく夜間に犯罪の起こりにくい安全な環境をつくりま

す。 
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③公共交通の充実 

市内の公共交通機関の充実や周辺環境の整備によって、誰もが安全に移動しや

すい環境を整備します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

つるバス・つるワゴンの利用者数 
359,000 人（平成 31 年度）

264,764 人（平成 26 年度）

住みやすいと思う市民の割合 
90％（平成 31 年度）

88.2％（平成 26 年度）

一本松駅のバリアフリー化 実施（平成 31 年度）

 

主な具体的な事業 

・市内公共交通運行事業 
市民ニーズを踏まえ、より便利で利用しやすく、誰もが

安心して外出できるよう、公共交通を充実します。 

・鉄道利便性向上促進事業 
鉄道事業者へ鉄道と駅の安全性、輸送力などの利便性の

向上について働きかけます。 
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（２）時代に合った行政への転換 

①効率的な行財政運営の推進 

限られた行政資源のなかで必要な市民サービスを提供していくため、中長期

的な視点に立った効率的な行財政運営を進めます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 
目標値 

実績参考数値 

施設保全計画の策定 策定（平成 31 年度）

実施計画上での公共施設の総量抑制 24.2％（平成 31 年度）

経常収支比率 
県内平均以下（平成 31 年度）

94.4％（平成 26 年度）

 

主な具体的な事業 

・ファシリティマネジメ 

ントの推進 

公共施設等利用計画に基づき、施設種類ごとに対象施設

の具体的な対応を示す実施計画と施設保全計画を策定し

ます。また、市有財産の有効活用と借地の解消を図りま

す。 

・庁舎交流拠点創出事業 

・中央図書館交流拠点創出

事業・避難所応援事業 

子どもから高齢者までの多世代の人たちが交流する拠点

として公共施設の機能転換を図るなど社会状況の変化に

対応し、活用することで地域の活性化を図ります。 

・計画的な職員採用と人材

育成 

鶴ヶ島市への愛着、やる気と意欲を持った人材を採用

し、社会状況の変化に柔軟に、かつ積極的に対応できる

職員を育成します。 
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資料編 

１ 鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生推進審議会 

鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生推進審議会は、条例に基づく審議会です。総合

戦略の策定と検証について、幅広い方からの意見を聴きながら進めていくため、第

１次産業、第２次産業、第３次産業、大学及び金融機関の関係者並びに市民代表の

委員７名で構成（委嘱）しています。 

 

（１）まち・ひと・しごと創生推進審議会名簿 

氏  名 性別 備  考 

石 井 雅 章 男 会長（大学関係者） 

吉 川 雅 雄 男 副会長（市民代表） 

石 川   聖 男 第３次産業関係者 

加 藤 禎 男 男 第２次産業関係者 

宮 本 孝 雄 男 第１次産業関係者 

本 橋 孝 志 男 金融機関関係者 

渡 辺 幸 紀 男 金融機関関係者 
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（２）諮問書

鶴 秘 第 ３ ５ 号 

平成２７年６月１９日 

 

 鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生推進審議会 

          会長  石 井 雅 章井様 

 

 

鶴ヶ島市長 藤 縄 善 朗  

 

 

鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生推進審議会条例（平成２７年条例第３号）第２条 

の規定に基づき、次のとおり諮問します。 

 

諮問事項 

 鶴ヶ島市の人口ビジョン・総合戦略策定にあたっての基本的方向性、目標、 

取り組むべき方策について 

 

諮問理由 

市では、少子高齢社会を見据え、第５次鶴ヶ島市総合計画で「明日につながる活力のまち 

支えあう安心のまち」を市の将来像として掲げています。 

こうした中、少子高齢化による人口減少社会への対応、東京圏への人口の集中の是正等を目

的として、まち・ひと・しごと創生法が制定されました。 

まち・ひと・しごと創生については、国と地方が一体となり中長期的な視点に立って取り組

む必要があるため、地方公共団体においても国の総合戦略を勘案し、「地方版総合戦略」の策

定に努めることとされています。 

そのため、市総合計画のより一層の推進を図るとともに、国の総合戦略を勘案しながら鶴ヶ

島市の人口ビジョン・総合戦略を策定するにあたり、基本的な方向性や目標、取り組むべき方

策について諮問するものです。 
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資料編 
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島市の人口ビジョン・総合戦略を策定するにあたり、基本的な方向性や目標、取り組むべき方

策について諮問するものです。 
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（３）答申書 

 

  

 
   平成２７年１１月１８日 

 
 鶴ヶ島市長 藤 縄 善 朗 様 
 
  
                    鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生推進審議会 
                              会長  石 井 雅 章 
 
 
   鶴ヶ島市の人口ビジョン・総合戦略策定にあたっての基本的方向性、目標、 

取り組むべき方策について（答申） 
 
 平成２７年６月１９日付け鶴秘第３５号をもって諮問のありました標記の件について、本審

議会において限られた日程の中で会議を開催し、各委員がそれぞれの立場で活発な審議を行っ

た結果、下記のとおり答申します。 
 心豊かで安心して暮らせる地域づくりを一体的に推進していくため、まち・ひと・しごと創

生総合戦略については、市民、産業界、金融界、教育関係団体等が連携することで、多様な主

体が一体となって積極的に取り組むことを期待します。 
 

記 
 
１ 人口の将来展望について 
  鶴ヶ島市においては、高度経済成長期に人口が急増しており、今後、人口減少とともに少

子高齢化により人口構成に大きな変化が予想される。将来にわたって「活力のあるまち」を

維持していくためには、人口減少を緩やかにするとともに、人口構成のバランスを是正して

いくことが重要である。人口の増加を図るため、新たな開発を行うのではなく、住みやすさ

や行政サービスの充実など市民の生活の質の向上を図ることで、人を呼び込み、人口減少と

人口構成の是正に取り組むことが必要である。 
 
２ 基本的な方向性、目標について 
  鶴ヶ島市は、関越自動車道と首都圏中央連絡自動車道が交差し、それぞれにインターチェ

ンジがある地の利の良いまちである。また、都心に近いにもかかわらず身近な自然環境に恵

まれ、平坦で暮らしやすいまちである。まちの活力を維持していくためには、こうした交通

の利便性の高さや緑豊かな自然環境など、本市の持つ特性を最大限に活かし、市内で安心し

て働ける場の確保や子育て支援環境の整備など、まちとしての魅力を創出することで、若い

世代が住みたい、住み続けたいと感じるまちづくりを進めていくことが必要である。 
 
３ 取り組むべき方策の考え方について 
  急速な高齢化によって社会保障関係経費が増大するなど、今後は、財政状況が厳しくなる

ことが懸念される。総合戦略に掲げる施策・取組については、今後の市政運営を進める中で、

必要な行政サービスを維持していけるよう財政状況を勘案しながら財源の確保を図り実施 
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する必要がある。また、行政だけではなく、市民、産業界、金融界、教育関係団体等の多様

な主体と連携を図り、一体となって積極的に取り組むことが重要である。 
 
 なお、本答申と併せて、当審議会の審議過程において、各委員から出された意見を添付

するので参考とされたい。 
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する必要がある。また、行政だけではなく、市民、産業界、金融界、教育関係団体等の多様

な主体と連携を図り、一体となって積極的に取り組むことが重要である。 
 
 なお、本答申と併せて、当審議会の審議過程において、各委員から出された意見を添付

するので参考とされたい。 
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（意見） 

基本目標 基本的方向 意  見 

Ⅰ 雇用を創出し

働く人が元気なま

ちをつくります 

鶴ヶ島で働ける

環境の実現 

 

・企業のブランド力向上、特徴付けのために企業の育

成が必要である。市内企業に働く場をもっと作っても

らう支援もすべきである。 

 

・交通の要衝である点を積極的に PR し、本社機能を

誘致することが必要である。 

 

・交通網やアクセス、交通利便性の良さ（効率的な高

速道路活用が可能）など企業の戦略に合致した情報の

出し方、誘致の仕方を考慮する必要があるのではない

か。 

 

・本社を鶴ヶ島に置き市民を雇用した場合の助成金、

社員が市民として鶴ヶ島に転入した場合の助成金、住

宅を購入した場合の助成金などの各種制度を積極的

にＰＲすべきである。 

 

・企業を誘致するためのハード整備だけでなく、立地

した企業への市の取組を企業誘致前に準備して積極

的に企業側に提案することが必要である。 

 

・企業誘致に関して明確なテーマ（先端産業企業の集

積など）を設定し、鶴ヶ島市としての産業の特徴を PR

していくことが必要である。 

 

・近隣大学の学生と企業とが接点を持つような取組を

行なっていくことが大切である。 

 

・市庁舎で大学生の合同就職説明会や市内企業の情報

を提供するなど、市内で働きたい大学生の積極的な支

援が必要である。 

・学生時代に馴染んだまちでの就職を希望する学生に

対する地元会社への就職支援の仕組みを構築すべき

である。 

 

・大学生のアルバイトが就職に結びついていない。企

業のアルバイト受入れやインターンシップの受入れ

に対する企業支援を行い、学生時代の経験が就職につ

ながるような支援が必要である。 
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基本目標 基本的方向 意  見 

・大企業への就職を希望せず、起業などの働き方を望

んでいる大学生もいる。そうした大学生に対する支援

を充実させることも必要である。 

 

Ⅱ 鶴ヶ島に住む

人、訪れる人が元

気になるまちをつ

くります 

市の魅力の向上

と発信 

・人口の多い、少ないでまちの魅力は計れない。人口

が減少しても魅力のある住み方、暮らし方ができる。

そうした視点から取組を考えていく必要がある。 

・鶴ヶ島市は、都心へは１時間程度と近く、圏央道、

関越道のインターチェンジを持つなど利便性も高い。

こうしたことをもっと PR することが必要である。住

みやすさとして、「鶴ヶ島市は魅力があるまち」という

ことを積極的にアピールすることが必要である。 

 

・若者が住みたいまち、結婚しても住み続けたいまち

としてまちづくりを推進し、住みやすいまちを目指し

ていくことが必要である。 

 

・初めて住居購入を考える層をターゲットとして呼び

込むことで、子どもや若い世代を増やし、人口も増え

るような取組が必要である。 

 

・農大跡地や高倉地区を拠点として、霞ヶ関カンツリ

ーやサイボクハムなどを含めた広域的な魅力づくり

を考えていくことも必要ではないか。 

 

・駅はまちとしての顔であり、イメージにもつながる。

鶴ヶ島駅は非常に川越市と近く、鶴ヶ島駅の魅力を向

上させるため、川越市に対して積極的に協力を呼びか

けていくことが必要である。 

 

・鶴ヶ島は暮らしやすいまちである。そうした意味で

は生活に必要な部分で鶴ヶ島をＰＲする必要がある

のではないか。足りないと感じるのは衣料の部分と食

の部分だと思う。若者を意識するのであれば衣料分野

を考慮する必要がある。 

 

・市ホームページは鶴ヶ島に興味のある人しか見な

い。若者向けの広報として、関心を引く動画を動画投

稿サイトで発信することも必要ではないか。市民など

が個別で投稿している動画を市としてとりまとめて

市のＰＲで使用することも検討してはどうか。 
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基本目標 基本的方向 意  見 
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基本目標 基本的方向 意  見 

・鶴ヶ島に関する情報は個別に発信されている。市内

の店舗情報の集約・発信など情報を集約する役割を市

が担っても面白い。 

 

・鶴ヶ島市への定住を促進するため、求人情報誌など

を利用し、これから市内で仕事をしようとする人をタ

ーゲットに情報を提供することも検討してはどうか。 

 

・若者向け広報の発想は面白い。今後、読者にメリッ

トがあるようなガイドブックの進化版を作成しても

良い。 

 

・運動公園の整備は、健康づくりなどとのつながりを

持たせた事業として推進してはどうか。 

 

・鶴ヶ島には、子どもが魅力を感じ、親も楽しめる場

所がある。近くの地域だけではなく子どもたちが鶴ヶ

島市全体をふるさとだと思う取組が必要である。 

 

・スポーツ大会などの行事の来訪者をターゲットに住

みやすさに関する情報を提供してはどうか。 

 

・脚折雨乞行事を毎年のイベントとしてではなく、レ

ア感を強調してアピールしていくのもよい。 

 

・ブランド構築の端緒として、市内に居住する人から

広めていく取組を行っていくことが必要である。 

 

・鶴ヶ島ブランドの確立は、長い年月がかかるが、大

切なことは市民が内々で楽しんでいくことである。地

域資源を活かして市民が楽しみ、近隣に広がり、それ

が埼玉県内へと、まずは市民が地域資源を活かした行

事を楽しむことが大切である。 

 

・鶴ヶ島ブランドという意味では６次産業化がよい。

行政、住民、農業、産業の連携に加え、先端企業に受

け入れられることが必要である。努力は必要であるが

可能性はあると思う。 

 

・「サフランのまち」だけでは魅力の発信に乏しい。サ

フランを活用した「パエリアのまち」など、食を絡め

た魅力の発信も面白いのではないか。 
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基本目標 基本的方向 意  見 

・市内の遊休農地を活用し、農工商連携・産学官連携

により、特産品の開発、地産地消の支援に取り組んで

はどうか。 

 

・ＵＲ団地の空き室を活用し、社宅として一括して貸

付や、誘致した企業に対する居住場所として提供する

など、企業と連携して取り組むことが必要である。 

 

・大学生を市内に呼び込むため、地域の人たちと交流

する機会を設けるなどの取組が必要ではないか。 

 

・近隣大学と連携し、大学の運動部の学生たちにＵＲ

団地の空き室を活用し市内に居住してもらう取組も

面白いのではないか。 

 

・今後は空き家が増加する。ライフイベントに合わせ、

ある期間、鶴ヶ島市の空き家で過ごしてもらうなど、

お互いに補完ができるよう他の自治体と連携するこ

とも考えられる。 

 

・各自治体には強み、弱みがある。それぞれの自治体

が連携し、衣食住を重ね合わせることが重要である。

他の自治体と裏表になるように取り組んではどうか。 

 

・ふるさと納税を利用し、定住に向けた情報提供を複

合的に実施してはどうか。 

 

・マルシェなど他でも開催されているアイデアと連

携、協力し、複合的な新たな取組を実施してはどうか。 

 

Ⅲ 子育て世代が

元気に生活できる

まちをつくります 

子育てしやすい

環境の実現 

 

・出産、育児など子育てしやすい環境づくりについて

は、現在行っている取組の延長線上と考え更に充実し

ていくことが必要である。 

 

・若い世代を呼び込むためには、子育て環境の整備は

欠かせない。鶴ヶ島で育ってよかったと思えるような

環境整備が必要である。 

 

・雇用の創出と併せ、子育てしやすい働き方を考えて

いく必要がある。必ずしも正規雇用でなくともパート

タイムなどのマッチングが必要である。 
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基本目標 基本的方向 意  見 
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基本目標 基本的方向 意  見 
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基本目標 基本的方向 意  見 

楽しく学べる教

育環境の実現 

・「楽しく学べる」をキーワードとした子育て、教育を

推進していくことが必要ではないか。 

 

・豊かな心を育てるという意味では、習字のような習

い事など、人生に役立つような取組も必要ではない

か。 

 

・小学校の英語教育を推進するのであれば、徹底的に

行い、鶴ヶ島の教育の特色になるまで取り組んでもら

いたい。 

 

・海外の都市との人材交流を積極的に行い、特定のテ

ーマを設け、お互いに学ぶような交流を行ってはどう

か。 

 

・子どもたちにふるさと意識を持たせる取組が必要で

ある。田んぼや高倉の渓流など身近な自然を活用し、

鶴ヶ島全体をふるさとと感じられるような取組が必

要ではないか。 

 

・近隣に大学が多数あることは大きな資源である。大

学生のトップレベルのスポーツ選手との練習機会を

設ける取組はどうか。スポーツを市のＰＲに活用して

はどうか。 

 

Ⅳ 誰もが安心し

て、活きいきと暮

らせるまちをつく

ります 

健やかに安心し

て暮らせる社会

の実現 

・高齢化を見据え、東武鉄道と西武鉄道の間でバスな

どを運行させ、利便性を高めてはどうか。それがまち

の魅力にもつながるのではないか。 

 

・近隣市町や大学と連携してコミュニィバスなどを乗

り継げるようにしてはどうか。 

 

・現在の健康づくりの視点は、身体が中心となってい

る。健康指導事業や健康増進事業の内容に、脳の健康

診断を含めてはどうか。 

 

・人が集まる所に健康ブースなど簡単な健康チェック

ができる場をつくることにより、健康づくりを草の根

的に広めていくことが必要である。そして、健康づく

りのまちとして PR してはどうか。 
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基本目標 基本的方向 意  見 

・民間企業も巻き込み、多くの人が健康づくりを普通

のこと、日常のこととして取り組める環境づくりを進

めていく必要がある。 

 

・空き家を資産、地域の社会資源として、継承してい

くための支援（将来戻ることも想定し鶴ヶ島市とのつ

ながりを維持するなど）を行ってはどうか。 

 

時代にあった行

政への転換 

・財源を確保するため、遊休地の活用、売却などを行

っていくことも必要ではないか。 

 

・市の人材強化（採用や育成）に積極的に取り組んで

いくことが必要ではないか。 
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基本目標 基本的方向 意  見 

・民間企業も巻き込み、多くの人が健康づくりを普通

のこと、日常のこととして取り組める環境づくりを進

めていく必要がある。 

 

・空き家を資産、地域の社会資源として、継承してい
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２ 総合戦略の策定経過 

 平成 27 年６月１９日  第１回まち・ひと・しごと創生推進審議会（諮問） 

7 月 22 日  第 2 回まち・ひと・しごと創生推進審議会 

8 月 20 日  第 1 回庁内本部会議 

            「基本目標、基本的な方向性、総合戦略イメージについて」 

8 月 25 日  第 3 回まち・ひと・しごと創生推進審議会 

10 月 21 日  第 4 回まち・ひと・しごと創生推進審議会 

11 月 5 日  第 2 回庁内本部会議 

            「総合戦略(案)について」 

11 月 18 日  第 5 回まち・ひと・しごと創生推進審議会（答申） 

12 月 1 日〜12 月２８日  市民コメント制度の実施 

 平成 28 年２月１5 日  鶴ヶ島市まち・ひと・しごと創生総合戦略市長決裁 
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